淡路市開発指導要綱
平成17年４月１日
告示第97号

改正　平成27年３月23日告示第35号
令和３年３月16日告示第42号

（目的）
第１条　この要綱は、無秩序な開発を防止するとともに、良好な地域環境の確保と開発に起因する災害の防止を図り、もって公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(１)　開発行為　主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更をいう。
(２)　建築物　建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に定める建築物を、「建築」とは同条第13号に定める建築をいう。
(３)　特定工作物　コンクリートプラントその他周辺の地域の環境悪化をもたらすおそれがある工作物で都市計画法施行令（昭和44年政令第158号）第１条第１項で定めるもの又はゴルフコースその他大規模な工作物で同条第２項で定めるものをいう。
（適用範囲）
第３条　市における開発区域面積が3,000平方メートル以上の開発行為に適用する。ただし、別表第１に掲げる開発行為は、この限りでない。
（承認申請）
第４条　開発行為をしようとする者は、あらかじめ、当該開発行為に関する事業計画を定め、開発行為承認申請書（様式第１号）により市長の承認を受けなければならない。
（開発協定）
第５条　開発行為の承認を受けようとする者は、あらかじめ、開発行為について市長と開発協定を書面により締結しなければならない。
２　前項に規定する開発協定には、次に掲げる事項を定めるものとする。
(１)　開発行為を行う土地の用途及び処分に関する事項
(２)　道路、公園、緑地、広場その他の公共の用に供する空地の設置計画、これらの施設の帰属及び維持管理に関する事項
(３)　水道、下水道その他の供給施設及び処理施設の設置計画、これらの施設の帰属及び維持管理に関する事項
(４)　公益的施設の整備に関する事項
(５)　環境の緑化その他地域環境の整備に関する事項
(６)　文化財及び自然環境の保護に関する事項
(７)　公害及び災害の防止のための措置並びに環境衛生に関する事項
(８)　開発行為の工事の時期及び開発協定の有効期間に関する事項
(９)　開発協定の不履行の場合に関する事項
(10)　立入調査に関する事項
(11)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項
３　市長は、開発協定の内容が適当でないと認めるときは、開発協定を締結した者に必要な勧告又は助言をすることができる。
（承認基準）
第６条　市長は、開発行為承認申請書の提出があった場合においては、当該申請に係る事業計画が、別表第２に掲げる基準に適合しており、かつ、その申請の手続がこの要綱の規定に違反していないと認めるときは、これを承認するものとする。
２　前項に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、特に定めのない限り兵庫県開発許可基準その１を準用するものとする。
（承認又は不承認の通知）
第７条　市長は、開発行為承認申請書の提出があったときは、速やかに、承認又は不承認の決定をし、開発行為承認通知書（様式第２号）又は開発行為不承認通知書（様式第３号）により、当該申請をした者にその旨を通知するものとする。この場合において、不承認の通知をするときは、その理由を併せて通知するものとする。
（工事施行者の届出）
第８条　やむを得ず工事施行者を決定することなく開発行為の承認を受けた者は、遅滞なく、工事施行者（開発行為に関する工事の請負人又は請負契約によらないで自らその工事を施行する者をいう。以下同じ。）を定め、工事施行者届出書（様式第４号）を市長に届け出なければならない。工事施行者を変更したときも同様とする。
（標識の設置）
第９条　開発行為の承認を受けた者は、当該開発区域内に開発行為承認標識（様式第５号）を設置しなければならない。
（開発行為の変更及び廃止）
第10条　開発行為の承認を受けた者は、事業計画の変更又は廃止をしようとする場合は、開発行為変更承認申請書（様式第６号）又は工事廃止届（様式第７号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。廃止をする場合においては、災害が生じないよう必要な措置を講じなければならない。
２　前項に規定する承認又は不承認の通知は、開発行為変更承認通知書（様式第８号）又は開発行為変更不承認通知書（様式第９号）による。
（防災上の措置）
第11条　開発行為の承認を受けた者は、開発区域及びその周辺の地域における災害を防止するために万全の措置を講じなければならない。
（消防水利施設）
第12条　開発行為の承認を受けた者は、淡路広域消防事務組合が定める開発行為に伴う消防水利の指導基準の規定により必要な消火栓、防火水槽等を設置しなければならない。
（被害の補償）
第13条　開発行為の承認を受けた者は、開発事業の実施に伴い第三者に被害を及ぼしたときは、その補償の責めを負うとともに、自己の責任において解決しなければならない。
（工事完了検査等）
第14条　開発行為の承認を受けた者は、当該開発区域の全部について当該開発行為に関する工事を完了したときは、工事完了届（様式第10号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項に規定する工事完了届の提出があった場合においては、遅滞なく、当該工事が開発行為の承認の内容に適合しているかどうかについて検査し、適合していると認めたときは、開発行為に関する工事の検査済証（様式第11号）を交付するものとする。
３　市長は、必要があると認めたときは、工事完了前においても、当該工事の状況を検査することができる。また、必要に応じ、報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な勧告若しくは助言をすることができる。
（その他）
第15条　この要綱に定めのない事項で市長が必要と認める事項がある場合は、開発事業者と協議の上、決定するものとする。
附　則
（施行期日）
１　この告示は、平成17年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この告示の施行の日の前日までに、合併前の津名町開発行為指導要綱（昭和52年津名町要綱）、淡路町宅地開発事業指導要綱（昭和49年８月１日淡路町要綱）、北淡町開発事業に関する指導要綱（昭和46年北淡町規程第５号）又は一宮町開発事業指導要綱（平成９年一宮町要綱）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。
３　この告示の施行の際、既に着工している開発行為については、なお従前の例による。
　　　附　則（平成27年３月23日告示第35号）
　この告示は、平成27年５月29日から施行する。
　　　附　則（令和３年３月16日告示第42号）
　この告示は、令和３年４月１日から施行する。

別表第１（第３条関係）

１　自己の居住用住宅建設を目的とする開発行為
２　開発区域の規模が3,000㎡未満の開発行為
３　農業、林業若しくは漁業を営むために行う開発行為又はこれらの業務を営む者の居住の用に供する建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為
４　公益上必要な建築物の用に供する目的で行う開発行為
５　国、地方公共団体、都市基盤整備公団、日本道路公団、地方住宅供給公社、地方開発公社その他市長が指定するものが行う開発行為
６　非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為
７　通常の管理行為

別表第２（第６条関係）

	区分
	承認の基準

	１主として建築物の建築の用に供する開発行為
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	１　土地利用計画が定められているときは、土地の用途が当該計画の利用区分に適合していること。
２　道路、公園、緑地、広場その他の公共の用に供する空地（消防に必要な水利が十分でない場合に設置する消防の用に供する貯水施設を含む。）が、次に掲げる事項を勘案して、環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上又は事業活動の効率上支障がないような規模であり、かつ、これらが適当に配置されていること。
(１)　開発区域の規模、形状及び周辺の状況
(２)　開発区域内の土地の地形及び地盤の性質
(３)　予定建築物等の用途
(４)　予定建築物等の敷地の規模及び配置
３　開発区域内の主要な道路が、前項各号に掲げる事項を勘案して、開発区域外の相当規模の道路に接続されるものであること。
４　排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、開発区域内の下水道法（昭和33年法律第79号）第２条第１号に規定する下水を有効に排出するとともに、その排出によって開発区域及びその周辺の地域に溢水等による被害が生じないような構造及び能力で適当に配置されていること。
(１)　当該地域における降水量
(２)　第２項各号に掲げる事項及び放流先の状況
５　上水道その他の給水施設が第２項各号に掲げる事項を勘案して、当該開発区域について想定される需要に支障を来さないような構造及び能力で適当に配置されていること。
６　当該開発行為の目的に照らして、開発区域における利便の増進及び開発区域並びにその周辺の地域における環境の保全とが図られるように公共施設、公益的施設、予定建築物等の用途の配分が定められていること。
７　開発区域内の土地が、地盤の軟弱な土地、がけ崩れ又は出水のおそれが多い土地その他これらに類する土地であるときは、地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要な措置が講じられるものであること。
８　開発区域内の土地について植栽その他の必要な措置を行うことにより、開発区域及びその周辺の土地の区域における自然環境と著しく不調和となるものでないこと。
９　開発区域内には、次に掲げる区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限りでない。
(１)　建築基準法第39条第１項の災害危険区域
(２)　地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項の地すべり防止区域
(３)　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域
(４)　砂防法（明治30年法律第29号）第２条の規定により指定された土地の区域

	　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	(５)　自然公園法（昭和32年法律第161号）第５条の国立公園若しくは国定公園の区域又は兵庫県立自然公園条例（昭和38年兵庫県条例第80号）第３条第１項の県立自然公園の区域
(６)　環境の保全と創造に関する条例（平成７年兵庫県条例第28号）第89条第１項の自然環境保全地域
(７)　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第９条第１項第１号の鳥獣保護区
(８)　文化財保護法（昭和25年法律第214号）第69条第１項の史跡名勝天然記念物の指定地域若しくは同法第70条第１項の史跡名勝天然記念物の仮指定地域又は兵庫県文化財保護条例（昭和39年兵庫県条例第58号）第31条第１項の指定史跡名勝天然記念物の指定地域
(９)　森林法（昭和26年法律第249号）第25条第１項の保安林又は同法第41条第１項若しくは第３項の保安施設地区
(10)　農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第８条第２項第１号の農用地区域
10　緑豊かな地域環境の形成に関する条例（平成６年兵庫県条例第16号）における第２種、第３種地域内においては、建築物は、高さ31ｍを超えるものでないこと。リゾート施設整備地域、開発指導区域にあっては、別途市長と協議する。
11　申請者に当該開発行為を行うために必要な資力及び信用があること。
12　工事施行者に当該開発行為に関する工事を完成させるために必要な能力があること。
13　当該開発行為をしようとする土地若しくは当該開発行為に関する工事をしようとする土地の区域内の土地又はこれらの土地にある工作物につき、当該開発行為の施行又は開発行為に関する工事の実施の妨げとなる権利を有する者の相当数の同意を得ていること。




様式第１号（第４条関係）

開発行為承認申請書開発行為承認申請書

	
　淡路市開発指導要綱第４条の規定により、開発行為の承認を申請します。

年　　月　　日　

　淡路市長　　　　　様

承認申請者　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　
電　話　　　（　　）　　　
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名



	開　発　行　為　の　概　要
	１　開発区域に含まれる
地　名　・　地　番
	

	
	２　開発区域の面積
	㎡

	
	３　予定建築物等の用途
	

	
	４　工事施行者
	住所
氏名
	

	
	５　工事着手予定年月日
	年　　　　月　　　　日

	
	６　工事完了予定年月日
	年　　　　月　　　　日

	
	７　その他必要な事項
	

	　※　受　　付　　番　　号
	　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　号

	　※　承　　認　　番　　号
	　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　号


　備考
１　※印の欄は、記入しないこと。
[bookmark: _GoBack]２　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法（昭和27年法律第229号）その他の法令による許可、認可等を必要とする場合には、その手続の状況を記載すること。


様式第２号（第７条関係）

開発行為承認通知書開発行為承認通知書
	
（　　　　　）第　　　　　号　
年　　月　　日　

　　　　　年　　月　　日に提出があった申請に係る開発行為を承認したので通知します。

淡路市長　　　　　　　　　印　


	申請者住所氏名
	

	開　発　行　為　の　概　要
	１
	開発区域に含まれる
地　　名・地　　番
	

	
	２
	開発区域の面積
	㎡

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	工事施行者
	住　所

氏　名
	

	
	５
	工事着手予定年月日
	年　　月　　日

	
	６
	工事完了予定年月日
	年　　月　　日

	
	７
	その他必要な事項
	

	※条件
	


備考
１　※欄のある欄は、記入しないこと。
２　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を必要とする場合には、その手続の状況を記載すること。


様式第３号（第７条関係）

開発行為不承認通知開発行為不承認通知書
	
（　　　　　）第　　　　　号　
年　　月　　日　

　　　　　年　　月　　日に提出があった申請に係る開発行為については、不承認としたので通知します。

淡路市長　　　　　　　　印　


	申請者住所氏名
	

	開　発　行　為　の　概　要
	１
	開発区域に含まれる
地　　名・地　　番
	

	
	２
	開発区域の面積
	㎡

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	工事施行者
	住　所

氏　名
	

	
	５
	工事着手予定年月日
	年　　月　　日

	
	６
	工事完了予定年月日
	年　　月　　日

	
	７
	その他必要な事項
	

	不承認とした理由
	


備考　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を必要とする場合には、その手続の状況を記載すること。


様式第４号（第８条関係）

工事施行者届出書

	
　淡路市開発指導要綱第８条の規定により、工事施行者を下記のとおり届け出ます。


年　　月　　日　

　淡路市長　　　　　様


届出者　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　
電　話　　　（　　）　　　
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

　　　


	１
	工事施行者
住所・氏名
	

	２
	建設業許可
年月日番号
	年　　月　　日　　　第　　　　号

	３
	承認
年月日番号
	年　　月　　日　　　第　　　　号

	※
	受付年月日番号
	年　　月　　日　　　第　　　　号


　備考　※印のある欄は、記入しないこと。


様式第５号（第９条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　 50㎝ 　　　

	
開　発　行　為　承　認　標　識


年　　月　　日


承認番号第　　　　　号


	　50㎝

	１　工事の期間
	　　　　　年　　　月　　　日　から
　　　　　年　　　月　　　日　まで
	

	２　工事の場所の
　　所在及び地番
	
	

	３　開発区域の面積
	

	

	４　工事の名称
	

	

	５　事　業　主　住　所
　　　　　　　　氏　名
	
　　　　　　　　 　電話（　　　）
	

	６　工事施行者　住　所
　　　　　　　　氏　名
	
　　　　　　　　 　電話（　　　）
	

	７　設計者氏名
	
	工事現場
管理者氏名
	
	




様式第６号（第10条関係）

開発行為変更承認申請書開発行為変更承認申請書

	
　　淡路市開発指導要綱第10条の規定により、開発行為（承認番号　　　年　　月　　日　第　　　号）の事業計画変更の承認を申請します。


年　　月　　日　


　淡路市長　　　　　様


関係者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印　
電話　　　（　　）　　　　　


	承認年月日・番号
	
年　　　月　　　日　　　第　　　　号


	開発区域内に含まれる地名・地番
	



	開発区域の面積
	



	変更の内容
	





	




様式第７号（第10条関係）

工事廃止届工　　事　　廃　　止　　届

	
　淡路市開発指導要綱第10条の規定により、開発行為の廃止を下記により届け出ます。

年　　月　　日　


　淡路市長　　　　　様


届出者　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　
電　話　　　（　　）　　　
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名


	１
	承認番号
	　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　号

	２
	廃止年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	３

	廃止する区域に
含まれる地名・地番
	

	４
	廃止面積
	

	５
	廃止時の状況
	

	６
	廃止の理由
	

	７
	廃止後の措置
	




様式第８号（第10条関係）

開発行為変更承認通知書
	（　　　　　　）第　　　　号　

年　　月　　日　



　　　　　年　　月　　日に提出があった申請に係る開発行為の変更を承認したので通知します。

淡路市長　　　　　　　　印　

	申請者住所氏名
	

	開発区域に含まれる
地名・地番
	

	開発区域の面積
	㎡

	変更の内容
	




様式第９号（第10条関係）

開発行為変更不承認通知書開発行為変更不承認通知書
	（　　　　　　）第　　　　号　

年　　月　　日　



　　　　　年　　月　　日に提出があった申請に係る開発行為の変更を不承認としたので通知します。


淡路市長　　　　　　　　印　

	申請者住所氏名
	

	開発区域に含まれる
地名・地番
	

	開発区域の面積
	㎡

	不承認とした理由
	




様式第10号（第14条関係）

工事完了届工　　事　　完　　了　　届

	
　淡路市開発指導要綱第14条の規定による開発行為に関する工事（承認番号　　年　　月　　日　第　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

年　　月　　日　

　淡路市長　　　　　様

届出者　住　所　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　印　
電　話　　　（　　）　　　
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名
　　　


	１　工事完了年月日
	
　　　　　年　　　月　　　日


	２　工事を完了した開発
　　区域又は工区に含ま
　　れる地名・地番
	



	３　工事完了面積
	



	※　受付番号
	
　　　年　　月　　日　　第　　　　号


	※　検査年月日
	
　　　　　年　　　月　　　日


	※　検査結果
	
　　　　　合　　　　否


	※　検査済証番号
	
　　　年　　月　　日　　第　　　　号



　備考　※印のある欄は、記入しないこと。


様式第11号（第14条関係）


	
開発行為に関する工事の検査済証


第　　　　　号　
年　　月　　日　

淡路市長　　　　　　　　印　


　下記の開発行為に関する工事は、　　年　　月　　日検査の結果、淡路市開発指導要綱第６条の規定による承認の内容に適合していることを証明します。



記


	
	１
	承認番号
	　　年　　月　　日　　第　　　　号
	

	
	２

	開発区域又は工区に
含まれる地名・地番
	
	

	
	３
	工事完了面積
	
	

	
	４

	承認を受けた者の
住所・氏名
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